
日本の研究力の低下と
基盤的研究費について

2024.3.11. 国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構（JST）主催緊急シンポジウム
〜激論 なぜ、我が国の論⽂の注⽬度は下がりつつあるのか、我々は何をすべきか？〜スライド改変



Nature (2023) Japanese research is no longer world class- here’s why.
より抜粋 (data sourceは文科省）

総論⽂数 ５位

Top10%被引⽤論⽂数 １３位

日本は論文数では世界５位なのに、
top 10%被引用論文数では世界１３位。
クオリティが低いことを意味するのか。



インパクトのある論文が少ないだけではない、
日本の研究は「遅れている」という現実



日本（と中国）は欧米に比較して
研究テーマが遅れているという結果：
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日本の研究テーマの遅れは2004年から顕著になっている

Asatani et al. Sci Rep 2023

⽇本



研究テーマの遅れは、論文引用率の低さと相関している

「時代の先端をいく研究ほど
論文のインパクトも大きい」
というある意味当然の結論

Asatani et al. Sci Rep 2023研究topicの先進性
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引用Top10%論文は「特許」と相関している
つまりイノベーションへの貢献度が高い

鈴⿅医療科学⼤学 豊⽥⻑康先⽣の資料より許可を得て引⽤
（2024.1.24. 今後の医学教育の在り⽅に関する検討会）

つまり引用Top10%論文が
少ないということは、
イノベーションへの貢献度
が低いということ。

上位10%論文と下位90%論文の特許被引用度
(2008-2012年論文）

JIF上位1/4論文と下位3/4論文の特許被引用度
(2008-2012年論文）

上位10%論文 下位90%論文 JIF上位1/4論文 下位3/4論文
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かつては輸入と輸出のバランス
が取れていた医薬品を見ても、
近年では4.5兆円を超える赤字
になっており、医療安全保障的
に危機的な状態にあるといって
も過言ではない

例えば医薬品について：
輸入超過は年々増加し、2022年は4.6兆円の貿易赤字となった

我が国における医薬品の輸⼊超過の年次推移

⽇本の創薬⼒強化に向けたアカデミア関係者からの提⾔書より抜粋
（有識者会議主査 永井良三先⽣）

2004年

ただしこれは
為替の影響、
⽇本から海外への
⽣産拠点の移⾏、
および創薬に関わる
多様な要因の複合的
結果であることに
留意が必要である



現在の産業界においては、日本がリードしていた
10-20年前の科学技術の財産でまだ一部は支えられている。

しかし日本は現在科学技術開発で遅れをとっており、
競争力を失っていくのは明らか（既に失ってきている）。

例えば薬の世界では、First in class*が利益を生む。
同じクラスの２番手の価値はとても低い。

海外がベンチャー、シーズ研究に投資するのは当然。

AIが２番手以降を効率よく開発できる時代、
どの分野でも科学技術の最初の芽の価値がますます高まる。



日本の研究が「遅れている」ことは
産業界全体に大きな打撃となる

新しい研究／イノベーションこそが
より価値を生む時代！



では、なぜ日本の研究は「遅れている」のか？
（特に2004年以降に）



研究開発に対する競争的公的資金

世界の研究の流れの分析
日本の（過去の研究に基づいた）
優位性の分析

「戦略目標」の設定

多くの（科研費以外の）競争的資金
JST, AMED, NEDO, 厚労科研費など

この時点で
すでに研究が
遅れている！

自由な発想に基づいた
研究テーマの設定

科学研究費が中心
+ 他の競争的資金の一部

JST, AMED, NEDO, 厚労科研費など
（文科省創発なども）

すでにある芽を育てるという役割 新しく芽を作るという役割

2004年国立大学法人化に伴い拡大
Curiosity-driven



科学研究費は高インパクトの研究を生む上で効率的である
という検証結果は実際に示されている

競争的研究資金獲得額が500-1000万円の
国立大学研究者の１千万円あたりの引用数

科研費がメイン（50%以上）の研究者

科研費以外の競争的資金がメイン
（50%以上）の研究者

４~６

１~２



ノーベル賞などの画期的な成果をもたらした科研費の研究成果の例

（資料出所）「我が国の学術研究の振興と科研費改⾰について（第７期研究費部会における審議の報告）（中間まとめ）」（平成26年8⽉ 科学技術・学術審議会学術分科会）

永⽥恭介先⽣（筑波⼤学）より許可を得て転載



2001 2011 2015 2020 2023

科研費予算

科学技術関係予算総額

科学技術関係予算のうち科研費の割合

科学技術関係予算の中で科研費の割合はたった5~6%
しかも他の予算が徐々に増える中、科研費はほぼ増えていない



科学研究費はほとんど増えていない
ばかりか

実質大幅に減ったと研究者に体感されている



2004以前の大学等の基盤研究 運営費交付金等
経常的資金

科学研究費等
競争的資金

現在の大学等の基盤研究

デュアルサポートシステム

運営費交付金等
経常的資金

科学研究費等
競争的資金

経常的資⾦がなくなった分を
競争的資⾦で補おうとする動き
→基盤Cへの公募数の異常な増加

科研費が実質目減りした原因（１）
運営費交付金の削減・デュアルサポートシステムの崩壊



1000
1100
1200
1300
1400
1500
1600
1700
1800
1900
2000
2100
2200
2300
2400
2500
2600
2700
2800
2900
3000
3100

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

間接経費の導⼊
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億含む）

（補正110億含む）

（補正156億含む）

2,533

2,487

（補正654億含む）

（出典）⽂部科学省、JSPSデータを基に作成 永⽥恭介先⽣（筑波⼤学）より許可を得て転載

H18からH29で科研費総額の増加（17%増）に対し
申請数の増加に伴い採択件数が激増（60%増）している

つまり、１件あたりの配分額が減っている



例えば基盤A
20年前は2-3年で5000万円、充⾜率は7-8割︖

2年を選べば（約2000万円／年）
今は3-5年で2-5000万円、充⾜率が6-7割︖

（300-1200万円／年）
基盤Aは難関なので基盤Bに出す⼈も多く、
基盤Bも激戦になっている。
しかし、その基盤Bの激戦を勝ち抜いても年間600万円に過ぎない。
基盤Bの競争を恐れて基盤Cに出して勝ち抜いても年間130万円以下。

基盤A, 基盤Bでは、１０年前なら落ちないような
世界的に⾼いレベルの研究者が不採択になっている

基盤A, B, Cは減額されている



科研費予算の規模を
抜本的に増大すべき。

日本でactivityの高い
研究者が基盤S, A, Bに
申請している。
しかし７割以上は不採択
（不採択になれば
その年はゼロになる）
もっと格段に支援すべき。

そもそも研究を行う機会
という意味で基盤Cは
絶対に充実すべき。



2004以前の大学等の基盤研究 運営費交付金等
経常的資金

科学研究費等
競争的資金

現在の大学等の基盤研究

デュアルサポートシステム

運営費交付金等
経常的資金

科学研究費等
競争的資金

経常的資⾦がなくなった分を
競争的資⾦で補おうとする動き
→基盤Cへの公募数の異常な増加

科研費が実質目減りした原因（１）
運営費交付金の削減・デュアルサポートシステムの崩壊



（出典）「研究⼒強化・若⼿研究者⽀援総合パッケージ 参考資料集」（令和２年１⽉ 総合科学技術・イノベーション会議）

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

経常的経費によって支えられてきた独創的な研究が
後に大きな功績を残した研究成果につながった事例

科研費の採択率は30％に満たない。
不採択になると（運営費交付⾦が極端に少ないため）
研究が続けられなくなることも多い。



▲ カタリン・カリコ博⼠。「新型コロナウイルス
感染症（COVID-19）に対する効果的なmRNAワク
チンの開発を可能にしたヌクレオシド塩基修飾に
関する発⾒」で2023年にノーベル⽣理学・医学賞
を受賞
（画像出所）Nobel prize organizationプレスリリースより

【カタリン・カリコ博⼠と⼭中伸弥京都⼤学教授との対談
（2021年5⽉）より抜粋】

〇 1989年からmRNAを医療に使うための研究を続けますがほとんど評価
されず、研究費を減らされたり、ポストを降格されたりもしました。
その原因の１つが、mRNAに対する当時の科学者たちの常識です。
mRNAは不安定で分解されやすく、薬に使うのは難しいと考えられてい
ました。それに対してカリコさんは、分解されやすいという性質がプラ
スに働くと考えます。体内に⻑く残らず、消え去ってくれるからです。

〇 ⼭中教授：NIH（⽶国⽴衛⽣研究所）からはどんな批判を受けました
か？

〇 カリコ博⼠：RNAは⾮常に不安定です。NIHは保存可能な期間を懸念
していました。保存中に劣化するものは医薬品として使えないと。医薬
品とするためには、最低でも２年間は保存できる必要があると⾔われま
した。研究費を得るために彼らを説得するのは難しかったです。

〇 ⼭中教授：アメリカに⾏ってからも苦労されたんですね。どのように
乗り越えましたか？

〇 カリコ博⼠：何より重要だったのが、強い熱意を持つ同僚といつも⼀
緒だったことです。彼らは私をサポートし、研究資⾦も援助してくれ
たのでmRNAの研究を続けられました。

（出典）「NHK福祉情報サイトハートネット」

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

mRNAワクチン開発に貢献したカリコ博士
（2023年ノーベル生理学・医学賞受賞）

当初は研究の意義を理解されず研究費を減額された
研究成果の予測は難しい。研究者の自由な発想に基づく研究支援は重要。



総合イノベーション戦略推進会議：バイオ戦略2019より
この指摘はなぜ⽣じたのか？
芽を作る研究への重要性が

認識されていない！

小安重夫先生（量子研）
「選択と集中」はあちこちに芽がある状況でこそできるのであって、
芽が出ない環境ではこの方針は意味がない。
大学の基盤的経費を増やす必要がある。

2024現在は
バイオ戦略2019
の理念に基づいた
バイオ戦略2020を
フォローアップし
具体化する段階



物価高と円安の両方を考慮すると、
科研費の実質平均配分額はこの１０年間で半分になった

科研費が実質目減りした原因（２）
コストの拡大



アメリカNIH RO1では
物価⾼によるコストの増加を考慮して
配分額を２０年余りで２倍以上に
増やしている

⼀⽅、
⽇本は物価⾼・円安によるコスト増加は
考慮していない

科研費が実質目減りした原因（２）
コストの拡大

さらに最近では、
ジャーナル掲載料・購読量の⾼騰も顕著
（APCが１論⽂100万円超えのケースも）



日本が科学技術立国として明日生き残るために

（１）デュアルサポートの再生
（運営費交付金等の経常的資金の復活と適正な配分）
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⾼等教育への公財政教育⽀出対GDP⽐（2020年）（％）

⽇本のGDPと運営費交付⾦の関係性

（国⼤協作成）

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

日本はGDP上昇にもかかわらず、運営費交付金は減額されている。
高等教育への公財政教育支出対GDP比はOECD平均のおよそ半分。

名目GDP

実質GDP

運営費交付金
2004 2022



国⽴⼤学・州⽴⼤学等
公的⼤学への公的資⾦

投⼊状況
（2008年からの増減率）
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約76億ユーロ
（約9799億円）

スイス ドイツ THE⼤学ランキング2023
９⼤学／TOP１００中

THE⼤学ランキング2023
４⼤学／TOP１００中

※スイス、ドイツともに実質値の推移。
※ユーロについては2021年7⽉の平均レートで換算。
（出典）海外の値はEUA Public Funding Observatory 2020/2021 Country sheets
（※EUA︓ヨーロッパ⼤学協会）より国⼤協事務局作成。

⽇本（運営費交付⾦）
THE⼤学ランキング2023
2⼤学／TOP１００中

約202億ユーロ
（約2兆6045億円）

約318億ユーロ
（約4兆1001億円）

約1兆1813億円

約1兆784億円

約59億ユーロ
（約7607億円）

（出典）⽂部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2023、
調査資料-328、2023年8⽉

主要国における⼤学部⾨の
研究開発費の推移

（国⼤協作成）

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

日本の運営費交付金が近年減額しているのに対して、
欧米・アジア主要国の多くでは大学への公的資金支援を拡大している

EU27

⽶国
中国⽇本

⽇本



（１）デュアルサポートの再生
（運営費交付金等の経常的資金の復活と適正な配分）

（２）「芽を作る」基盤研究費：科研費の増額

日本が科学技術立国として明日生き残るために



科研費増額を要望します！

他国への競争力を回復し、イノベーションに基づいた科学技術立国を再建するために、
そして若手研究者の創造性を発揮し優秀な若手が日本で研究を続けるために、
科学研究費を4800億円規模（採択率30%, 充足率90%と仮定した場合の額
3800億円に対しさらにコスト高を考慮し、おおよそ２倍程度）
に増額していただくことを訴えたい。

科研費（2377億円）内の配分方法の変更だけでは効果が薄い。
総額を増やすことが必須であることを強調したい。

さらにAMED, JSTなど科研費以外の競争的資金についても、
戦略目標に沿った研究支援だけでなく
より自由なテーマ設定で萌芽的な研究への投資を増やしていただきたい。
（戦略目標とその下のテーマを広くとることがひとつの手法。
人材育成、テーマを絞らない分野関連携／国際交流等）
科研費増額を要望する署名運動を始めますので、ご協力をお願いします！！
（近日中に、Change.orgプラットフォームにて開始予定です）



科研費増額を要望する署名運動を始めますので、ご協力をお願いします！！
（近日中に、Change.orgプラットフォームにて開始予定です）

テストサイトです



研究開発に対する競争的公的資金

世界の研究の流れの分析
日本の（過去の研究に基づいた）
優位性の分析

「戦略目標」の設定

多くの（科研費以外の）競争的資金
JST, AMED, NEDO, 厚労科研費など

この時点で
すでに研究が
遅れている！

すでにある芽を育てるという役割 新しく芽を作るという役割

2004年国立大学法人化に伴い拡大 Curiosity-driven
自由な発想に基づいた
研究テーマの設定

科学研究費

一部の競争的資金
JST, AMED, NEDO, 厚労科研費など

（文科省創発など）



それに加えて
科研費以外の競争的資金においても自由な発想による研究をサポート

菅裕明先生（東大理学系研究科、内閣府CSTI）
「⽇本版NIH」として位置付けられたAMEDとしては、
まさにNIHのように医⻭薬学、理学、工学、農学の基礎研究に対しても
しっかりサポートするべきでは。

JST等も然りでしょう。

（２）「芽を作る」基盤研究費：科研費の増額

日本が科学技術立国として明日生き残るために

（１）デュアルサポートの再生
（運営費交付金等の経常的資金の復活と適正な配分）



日本の研究は「遅れている」
（産業界全体に大きな打撃となる）

日本から若手研究者がいなくなっている
（今後研究力はもっと下がる）

資源のない日本が生きる道「科学技術立国」が
近未来に成立しなくなるという国家の危機



２５ー３０歳代の研究者の割合が減少し続けている現状では
今後さらに研究力が下落することが予想される

２５ー３０歳代

日本の年代別研究者の割合

2001 2019



日本から若手研究者が消えていっている

博士課程に学生が進まない

学位をとってもアカデミアには残らない傾向。
アカデミアに残っても
優秀な若手研究者は海外で独立する傾向？

博⼠課程に進学する学⽣の割合はどの分野でもピーク時の半分以下に減少
15年間で４割減

修士・博士課程の教育支援が薄くなっている
社会に出るまでに若者に⼗分な教育が与えられていない︖︕

運営費交付⾦等の基盤経費の削減、⼈材減少、雑務拡⼤等により



日本から若手研究者が消えていっている

博士課程に学生が進まない
博⼠課程に進学する学⽣の割合はどの分野でもピーク時の半分以下に減少
１５年間で４割減

日本では、学費を自ら支払う。
公的な給付型奨学金は一握りの選ばれし人しかもらえない。
（学振DC：240万円／年）
それ以外の学生は多額の借金を背負うことになる。

欧米では、学費は基本的に所属ラボがカバーする。
ほぼ全員給料をもらっている。
（カルフォルニア大学：>40Kドル ～600万円／年）
（スイスバーゼル州：>47KCHF ～800万円／年）

⽣命系の参考情報
円安や物価の差
があることに留意



日本から若手研究者が消えていっている
学位を取ってもアカデミアに残らない
給料問題：日本のポスドク（学振PD 456万円／年）

参考（カルフォルニア大学：>60Kドル ～900万円／年）
（バーゼル大学：>67KCHF ～1150万円／年）

雇用の安定問題：

（出典）
「研究⼒強化・若⼿研究者⽀援総合パッケージ
参考資料集」（令和２年１⽉
総合科学技術・イノベーション会議）

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

2007年

2017年

十分な給与と
安定なポジションは
優秀な若者を
アカデミアに
とどめるために必須！

40歳以上任期付き
雇用の増大

40歳未満任期付き
雇用が近年減少

⽣命系の参考情報
円安や物価の差
があることに留意



研究者が研究に専念できる環境（時間と支援者）の確保が重要

研究環境問題：日本の研究者は雑用が多い、研究支援者（テクニシャン等）が少ない

・大学の研究者が研究に費やす時間は2002年の47%から2018年には33%に減少
・日本は研究者一人あたりの研究支援者数が主要国の最低レベル

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載



自由な発想による研究をやりたい
（そのために大変な割に収入の少ない研究者になった）
しかし研究費の確保が難しい
（今の科研費システムは研究費ゼロになりかねない。リスキーすぎる）
研究費をとるために、「戦略目標」に沿ったテーマを
やらざるを得ない現実

若手研究者の気持ち（悩み）

研究費問題： 日本の若手研究費
若手研究 （100~200万円／年）
創発研究 （700万円／年）
さきがけ、PRIME等の戦略目標に沿った研究支援

欧米のラボ立ち上げ費用 数千万円～1億円超レベル？

若手研究者が自由な発想で研究に専念できる研究費の確保が重要



・博士課程学生への給付型奨学金の充実
・学位取得後のポストと給与（PD, 助教等）の充実
・若手向け研究費のさらなる充実
（自由な発想を活かすために基盤的な研究費が望ましい）

・雑用の軽減
・研究支援者の増加

これらを実現するためにも、やはり
・デュアルサポートの再生（基盤的な人件費等の確保）
・「芽を作る」基盤研究への支援強化（科研費等の増大）
は必要不可欠

日本が科学技術立国として明日生き残るために
（優秀な人材の育成版）



日本の研究は「遅れている」
（産業界全体に大きな打撃となる）

日本から若手研究者がいなくなっている
（今後研究力はもっと下がる）

資源のない日本が生きる道「科学技術立国」が
近未来に成立しなくなるという国家の危機





追加資料
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（注）平成29年度・平成30年度予算額には、国⽴⼤学法⼈機能強化促進費を含む。
（注）この他、R2から⾼等教育修学⽀援新制度のうち国⽴⼤学授業料等減免相当分

が別途措置

○国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦等の推移

（注）競争的資⾦等は、補助⾦等収益、受託研究等収益等、寄付⾦収益、研究関連収益
及びその他の⾃⼰収⼊の合計額

（単位︓億円）

（単位︓億円）

○予算配分バランスの変化（経常収⼊の内訳）

~2015年
▲1,470億円

運営費交付⾦
：競争的資⾦等

2019年度共通指標による
評価に基づく傾斜配分の導⼊

6 : 1

1.7 : 1

（⽂部科学省資料をもとに国⼤協事務局が作成）

永⽥恭介先⽣（筑波⼤学）より許可を得て転載

国立大学における経常的経費である運営費交付金は長期的に減少しており
予算配分バランスが大きく競争的資金等にシフトしたそれなのに科研費が増えていない！
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連邦政府による財政拠出 外部資⾦（⾃⼰収⼊(授業料等)）
外部資⾦（研究資⾦(SNSF,EU等公的財源)） 外部資⾦（研究資⾦(産学連携等)）
寄附・遺贈 関連事業体からの剰余⾦／⽋損⾦

ドイツ州⽴⼤学(全体)の経常的資⾦・競争的資⾦の割合

（出典）⽂部科学省「諸外国の教育統計」及びドイツ連邦統計局Finanzen der Hochschulen

2,983 

2,812 

2,688 

2,550 

2,492 

634 

616 

586 

550 

511 

2,542 

2,408 

2,238 

2,114 

2,017 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

2020

2019

2018

2017

2016

x 10000基礎的資⾦（公財政）
第三者資⾦(州＋連邦政府＋ドイツ研究振興協会＋EU）
公的資⾦以外（学⽣納付⾦、経済活動等、第三者資⾦(財団、商業部⾨等）、その他）

スイス国⽴⼤学(ETH）の経常的資⾦・競争的資⾦の割合
単位︓千万ユーロ

単位︓百万スイスフラン

（出典）ETH Zurich
Annual report

基礎的資⾦は競争的資⾦の

約５倍
基礎的資⾦は競争的資⾦の
約５倍

※授業料等には⾦融収益／費⽤を含む

（国⼤協作成）
永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

海外大学における基盤的経費の事情
ドイツ・スイスは公的資金による経常的資金の割合が競争的資金の約５倍



THE世界ランキングTOP100の国別⼤学数
2004年 2024年

アメリカ 36
イギリス 11
ドイツ 8
中国 7
オーストラリア 6
オランダ 6
⾹港 5
フランス 4
カナダ 3
スイス 3
韓国 3
⽇本 2
スウェーデン 2
シンガポール 2

国名 ⼤学数
アメリカ 35
イギリス 14
オーストラリア 11
ドイツ 5
⽇本 4
フランス 4
オランダ 4
カナダ 3
⾹港 3
スイス 2
中国 2
シンガポール 2
ベルギー 2
オーストラリア 2

教育と研究環境の整備と活動の支援を公的な資金で徹底して行う一方で、イノベーション
創出は最終的に産業界の使命であるという認識が徹底している。つまり、国と州はイノ
ベーションを生むまでの環境整備と人材の供給および高等教育・研究機関から派生した
知識が技術を社会に渡すまでを任務としている。
―JST/CRDS科学技術・イノベーション動向報告～スイス編～（2016）
2. 科学技術・イノベーションに関連する組織・制度 ＞ 2.3高等教育

4 ．基礎経費（過去踏襲・交渉方式とイン プット指標方式） 
ドイツで大学への基盤交付金の圧倒的大部分を 決定しているのがこの交付方式であ
る。･･･

これらはともに成果連動ではない。大学の経常的な教育研究活動の基盤を保証するの
が目的だからである。そう考えるなら，これらが大学予算の大元を占めることは当然と言え
る。これが確保できなければ，すぐさま教育研究の質低下という事態を招くからである。
―NIAD大学評価・学位研究 早期公開（2020年 7 月17日）『ドイツにおける大学基盤交
付金制度 ―基礎経費・アウトプット指標・業績協定―』竹中亨

（国⼤協作成）

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

海外大学における基盤的経費の事情
ドイツ・スイスは公的資金による基盤的資金の割合が競争的資金の約５倍
安定した大学運営で世界ランキングでTOP100大学数を増やしている

ドイツ・スイスにおける基盤経費についての考え方



競争的研究費の
予算額

内閣府

総務省

⽂部科学省

厚⽣労働省

農林⽔産省

経済産業省

国⼟交通省

環境省

防衛省

本省
JSPS
JST
AMED

本省

NEDO

AMED

R5予算
1,105,041百万円

府省名 制度数（※） 予算額（百万円）

5 1,067
8 30,354

24 370,114

3 53,355

8 4,537

62 628,966

2 272
1 5,308
1 11,068

府省計 114 1,105,041

R5予算
370,114百万円

制度数（※） 予算額（百万円）

9 27,681
2 237,831
9 82,499
8 22,103

制度数 予算額（百万円）

10 21,952
47 591,797
5 15,217

R5予算
628,966百万円

⽂部科学省予算の内訳 経済産業省予算の内訳

（注）NEDOの予算には、「グリーンイノベーション基⾦事業」（令和５
年度当初予算額456,400百万円）が含まれる。

（出典）「競争的研究費制度（令和５年度当初予算額）」（CSTIウェブサイト）より作成
（※）複数の資源配分機関で所管している制度が存在する。

（※）2023年度当初予算に計上されている制度をカウントしている。

永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

2023年度の競争的研究費予算額は約１兆1050億円（当初予算のみ）
９府省（所轄独法含む）であわせて114制度が林立している



（出典）研究開発の俯瞰報告書 ⽇本の科学技術・イノベーション政策の動向（2020）
永⽥恭介先⽣
（筑波⼤学）より
許可を得て転載

競争的研究開発資金は2004以降制度が増え続け複雑化している

「新しい」制度でないと
予算措置が取れにくい
という背景︖

制度が多いと、、

・研究者や研究機関の予算獲得
エフォートの増⼤・煩雑化
・審査・評価エフォートの増⼤

より基盤的な予算よりも
特定の戦略⽬標に特化した
予算が成⽴しがち
（その分野の関連者がリードしがち）

各制度で分業しつつ
連携することの難しさ
（分業を理由にカバーする範囲が
狭⼩化、連携を⽬的とする
不要なエフォートも⽣じている）


